
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年６月時点＞ 

交付限度額 155億 3112万円     

うち令和７年度 交付決定額 77億 7658万円（50%） 

うち令和８年度 交付決定額 24億 2759万円（16%） 

残額 53億 2695万円（34%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆地域経済活性化・物価高騰対策事業  事業費：１０億２,９６１万円 

 物価高騰の影響を受けている地域経済の回復を図るため、市町村が実施する消費喚起・需要拡大に資する取組み（プレミアム商品券等発行事業）への支

援（１人当たり１千円） 

 

◆LPガス料金負担軽減支援事業  事業費：５億７,８６５万円 

 LPガス料金上昇の影響を受ける県内一般家庭等の負担軽減策として、令和８年１月～３月の３か月分の使用料金の値引きを行い、利用世帯を支援（１契

約あたり２千円、２月使用分料金から一括値引き） 

 

◆低所得世帯に対する物価高騰対策臨時特別支援事業  事業費：１億８,８０７万円 

 低所得世帯の物価高騰による経済的負担を軽減するため、令和７年度限りの特別な支援として、県単独で上乗せして冬季の灯油購入費等を助成（１世帯

当たり２.５千円上乗せ） 
 

事業者支援 

◆山形県賃金引上げ緊急支援事業  事業費：１２億６,８６３万円 

 地域別最低賃金の大幅な引上げの影響を受ける中小企業・小規模事業 

者等の負担を軽減し、改定後の最低賃金未満の労働者の賃上げを後押し 

するための支援（支給上限：１事業者当たり５０万円） 

 

◆飼料価格高騰対策支援事業  事業費：７億１,４００万円 

 飼料価格の高騰の影響を受ける畜産農家の負担を軽減するための支援（令和７年度第２四半期～第４四半期の配合飼料価格と過去５年の平均配合飼料価

格との差額から、政府の補てん金を控除した額の１／２、支援上限：３.５千円／ｔ） 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について 

山形県 

区   分 正規雇用労働者 非正規雇用労働者 

７７円以上引上げ ５万円／人 ３万円／人 

６４円以上７７円未満引上げ ４万円／人 ２万円／人 

 


